
 
＜別紙１＞ 

 
「平成２３年度関西電力グループ経営計画」の骨子 

 
Ⅰ．はじめに 
当社グループは、東日本大震災による今般の状況を踏まえ、電気の安全・安定供

給の確保と原子力発電に対する信頼回復に一丸となって取り組んでいく。 
こうした取組みに加えて、中長期を見据え、環境変化に迅速かつ柔軟に対応しな

がら、実行すべきことを確実に進めていく。 
そのために、当社グループの全員が、目指すべき方向性を理解し、意識の共有を

図ることによってグループ一体感を醸成していくとともに、チャレンジ精神の高揚

と現場力の向上に努めていく。 
 
Ⅱ．アクションプラン 
  当社グループの最大の使命である電気の安全・安定供給の確保と原子力発電に対
する信頼回復に向け、一丸となって取り組んでいく。 
＜東日本大震災にかかる当社グループの対応＞ 
 ◈ 被災地域への復旧支援など当社グループ総力を挙げた取組み 
   ◈ 原子力発電の安全・安定運転、安全性向上対策の速やかな実施および新たな知

見が得られた場合の必要な対策の実施 
   ◈ 震災を踏まえた当社グループの活動についての積極的かつタイムリーな情報

発信 
 
 加えて、中長期を見据え「安全最優先」「事業基盤の充実・強化」「価値創造」の３
つを柱としたアクションプランを展開する。 
１．安全最優先の組織風土の醸成 
 （１）安全確保を最優先とする意識・行動の徹底 
 （２）協力会社等も含めたグループワイドでの安全確保に向けた取組み 
 （３）安全・防災体制の充実・強化 

◈ 大規模災害に備えた防災対策の強化 
 
２．成長へつながる事業基盤の充実・強化 
（１）当社グループの成長につながる人づくり 
 （２）設備基盤の充実・強化 
（３）高品質かつ効率的な事業活動を支える取組み 
  
３．グループ総合力によるお客さまと社会のお役に立つ価値の創造 
 （１）「低炭素社会のメインプレーヤー」に向けて 
     ◈ 電気の低炭素化の加速 

◈ お客さまと社会の省エネ・省コスト・省ＣＯ₂ への貢献 
◈ 関電のスマートグリッドの構築 
      



（２）「新時代のエネルギー安定供給のパイオニア」に向けて 
     ◈ 新たな上流権益の取得に向けた検討 
（３）「エネルギーと暮らしのベストパートナー」に向けて 

     ◈ 総合エネルギー、情報通信、生活アメニティの総合生活３分野を中心と

したグループのサービスを充実・拡大 
  （４）「グループ事業、国際事業の飛躍的な成長」に向けて 
     ◈ グループサポート事業における電気の安全・安定供給のサポートとお客

さまサービスの品質維持・向上 
     ◈ 相手国の電力安定供給や地球環境問題に貢献する国際案件への参画 
 （５）「社会とともに歩む長期成長経営」に向けて 
     ◈ 低炭素なまちづくりや地域の活性化への貢献 
 

＜参考：数値目標＞ 

  目標値 

オール電化住宅 
（平成２３～２５年度の３ヵ年合計） 

３８万軒 電
気
事
業 

負荷平準化・省エネ・低炭素化に資する 
システム採用件数 
（平成２３～２５年度の３ヵ年合計） 

８．４千件 

ＦＴＴＨサービス 
（平成２３年度末時点の契約回線数） 

１３４万件 情
報
通
信
事
業 

企業向け通信サービス 
（平成２３年度末時点の契約回線数） 

３．８万回線 

ＣＯ₂ 低減目標 
（平成２０～２４年度の５ヵ年平均） 

０．２８２ｋｇ－ＣＯ₂ ／ｋＷｈ程度 

業務用車両への電気自動車の導入目標 
（平成２１年度から３ヵ年合計） 

２００台程度 

 
Ⅲ．財務目標および株主還元方針 
１．財務目標 

 

 平成２０～２４年度 
平均 平成２４年度 

総資産事業利益率（連結）※１ ３％以上 ４％以上 

営業キャッシュフロー（連結） ５，５００億円以上 ６，５００億円以上 

グループ事業外販売上高※２ ３，４００億円以上 ３，８００億円以上 

グループ事業経常利益※２ ４５０億円以上 ６００億円以上 

※１ 総資産事業利益率 ＝ 事業利益〔経常利益＋支払利息〕÷ 総資産〔期首・期末平均〕 
※２ 連結上の相殺消去等を行う前の、連結子会社の目標を単純合計した数値であり、個別財務 

諸表に含まれる附帯事業のうち、ガス供給事業、燃料販売事業、蒸気供給事業の一部を含む 
（経常利益は、持分法適用会社の持分相当額を含む） 



２．株主還元方針 
配当と自己株式の取得を株主還元と位置づけ、平成１９～２４年度の各年度に 

おける連結ベースでの自己資本総還元率※は４％程度を目標とする。 
また、この考え方に基づき今後取得する自己株式については、原則消却予定。 

 

※ ｎ年度自己資本総還元率 ＝  
 

Ⅳ．設備投資 

１．設備投資額の推移（連結・個別） 
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4,555
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※１ 平成２３年度の連結データは内部取引消去前の値 
※２ 平成２３，２４年度は４月２７日現在の計画値である。 

 

２．設備投資額の内訳（個別） 
（億円） 

 平成２２年度 
（実績） 平成２３年度 平成２４年度 

電  源    １，６５２ 
（５８０） 

１,６１８ 
（７８０） 

１,７５５ 
（８１７） 

送  電    ４０９    ４１６    ４１６ 
変  電    ４０２    ４２２    ４６４ 
配  電    ３０１    ２９３    ３０６ 
そ の 他    ２６４    ３５１    ３１５ 
計 ３,０２８ ３,１００ ３,２５６ 

原子燃料    ５８２    ６６７    ５２１ 
電気事業計 ３,６１０ ３,７６７ ３,７７７ 
附帯事業      １１      ９      ２０ 
総  計 ３,６２１ ３,７７６ ３,７９７ 

＊（ ）内 原子力再掲 
 

（ｎ年度の配当金額）＋（ｎ＋１年度の自己株式取得額）

ｎ年度の連結自己資本〔期首・期末平均〕


